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1，　 主 題 と方法

（1） 主　　　題

　昭和50年代に は
， 中学校を中心に 「校内暴力」 の 嵐が吹 き荒れた 。

こ の よ うな 環境

の なか で ， こ の 「荒れ る学校」 とい う事態が直接の 引き金に な っ て ， 昭和59年 9月に

首相か ら教育改革に 関する 諮問が臨時教育審議会に 出された 。 こ うして ， 教 育改革が

公式に 政治 日程 に の ぼ っ て きた の で あ る 。 以 後 2 年半余 の時 が 経 過 し ， 本年 4 月 に

「第二 次答申」が出 された 。 しか し， まだ今回 の臨教審改革の 帰趨は 定か で ない 。 い

ずれ に せ よ ， 教育改革は ， 「世論」 の 赴 くとこ ろに よ り結着をつ け るべ きで あろ う。

　 とこ ろで ， こ の 件 に 関して世論は ど う動き， どの よ うに 固ま っ て ゆ くの だろ うか 。

世論 とは ， 国民全体 の 意見で あ るが ， 世論調査に 表現された 意見がつ ね に争点に 結着

を つ ける意見に な る とは 限 らない 。 どん な争点に つ い て も，そ の 件に 直接的 な利害関

係を もつ 「業界」の 意見が大 きな力を もつ の が通例 で あ る 。 數育改革に つ い て い えば ，

「教育界」 の 意見が こ れ に あた る。 審議 の結果 ， どの よ うな改革が実施され よ うとも ，

直接的に ， 具体的な影響を受け る の は ， 教師た ちで ある 。 した が っ て
， 当然 ， 教師た

ち は 改革論議の 動向に 多大 の 関心を もた ざるを得な い 立 場に ある 。 しか る に ， こ れ ま

で の とこ ろ教育界， と くに 教員層の 方か ら積極的に 意見が表 明されて い るよ 働 こ は 思

え ない
。 今回の 臨教審方式で は ， 発端 か ら教育界は なか ば疎外 され ， む し ろ被告席側

に まわ され て お り， 審議 の 経過を横 目で に らみ なが ら， 息をひ そめ て そ の 成 り行 きを

うか が っ て い る とい っ た 感が つ よ い 。 それで よ い の か ， 大変気に な る点で あ る。

　筆者 らの 研究 グル ープ （教職社会学研究会）は ， ち ょ うどこ の 期間に ，文部省の 科学

研究費の 助成を受け ， 教員調査をすすめ て きた
（1）

。 こ の 研究 は ， 中学校教員の 役割不

適応 と役割革新 を主 題 とす る もの で あ るが，中学校教 員だけ で な く ， 中学に 連接す る

小学 校 ・高校 の 教 員お よび 中 学校 の 管理 職 を も調査 の 対象 とし て い る 。 その なか で ，
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現下の 教育改革論に つ い て の教員層の 関心 と意見を探 る若干の設 問を用意 した 。
こ れ

は 教員の 「世論調 査」 を意図 した の で は な く， 現下の 話題の 焦 点をひ き あ い に 出し

て ， 教 員層の 意識態度の 特性を探 ろ うと した もの で あ る。 しか し， 本稿で は ， 本誌の

特集 テ ー マ に 合わ せ て ， この 部分を ， 教員層 の教育改革問題に 関す る 「世論 」 として

読 む こ とに した い 。

　要す るに 本稿で は ， わ れわ れが実施 した 調査の 結果を主な 材料 に して ， 現下の 教育

改革論議に 対す る 「業界」 の 意見の 構造 ， 業界世論 と一
般世論 との 関連に つ い て 考察

を加え て みた い 。 本稿で ， 検討を予定 してい るの は， 以 下の 諸点で ある 。

　 i）一
般教員 と管理職 との 関心 ・意見 の異 同。

　 ii）退職教員 と現職數員 との 関心 ・意見の 異同。

　 iii）教員層の 意見と
一

般世論 との 相違 。

　 iv） 「臨教審」 期待派 と非期待派の 意見 の相違 。

一
以上の 4 点で あ る。

（2） 方 　　 　法

　 こ こ で ， 資料 と して もち出す 一
連の 調査 に つ い て ， そ の 概要を記 して お きた い 。 小

学 校 ， 中学 校 ， 高校の
一

般教員 の 調査は ， い ずれ も東京都 の 公立学校教員の な か か ら

無作為抽出 した標本を対象 と した 。 抽出率は，小学校が1／30 （二 段 抽出），中学 ・高校

は 1／10で ある 。 中学校教員調査は 昭和59年 11月 ， 小学校
・高校調査は 昭 和60年 11月に

実施 した 。
い ずれ も， 郵送法に よ る質問紙法で ， 回収率は 小 ； 31．8％ ， 中 ；35，6％ ，

高 ；37，9％で ある 。

　中学校管理職の 調 査は ， 1都 3県の 公立 中学の 校長
・教頭 を 対象 と した 。 抽 出率 は

2／3， 実施時 期は 昭和60年 11月で あ る 。
こ れ も郵送法に よ る質問紙調査で ， 回収率は

45．8％で ある 。 以上 ， 4 種 の 調査の うち ， 昭和60年に 実施 した 小学校 ・高校の 一般教

員調査，中学校管理 職調 査iで ， 教育改革に つ い て の 意見を求め て い る 。 前年に 実施 し

た 中学校教員調査に は ， こ の 関係の 質問は して い な い 。 した が っ て ， 後述の 資料で

は ，主 とし て 小学校 ・高校の 教師と中学の 管理 職の 回答を提示 す る こ と に な る 。 な

お ， 中学校教員の 意見は ， 他の 調査 （後述 の 退職教員調査）の 結果か ら推測 して ，多

くの 場合 小学校 と高校の 中間 に ある と考え られ る 。

　 以上の 調査の ほ か に ， 日教組が実施 した 「退職教員」の 調査の 結果を適宜参照 ， 引

用 す る 。 こ の 調査は ， 昭和61年 1月 ， 日教組が全国の 退職教員 （「退教協 ・退婦協」

の 会員） を対象に 実施 した もの で ， 筆者が さ きに 行 っ た 調査 とほ ぼ 同 じ設問が 一
部 と

り入れ られ て い る 。 こ の 調査の 抽出率 は 1／20， 回収率は 42．7％で あ る 。

　 こ れ ら一連の 教員調 査の 結果 と比較す る
一

般市民 の 意見は ， 新聞社が実施 した世 論

調査 の 結果 か ら引用 す る 。

2．　 資料 と考察

（1）　状況 認 識 と改革 へ の 期待
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　本題に 入 る まえに ，

一
連の 調査の 結果か ら ， 初等 ・中等教育に たずさわ る教員の ，

最近の 状況 に つ い 摘記 して お こ う。

　小 ・中 ・高の 教員た ち は ， 「荒れ る学校」 とい わ れ る事態の 中で 教育実践に と り組

ん で い る。 教師たち は ， 児童生徒の 問題行動を身近に 見なが ら職務に あた っ て い る 。

「い じめ 」 の 見聞率 （「しば しば 」＋ 「ときどき」み られ るとの 回答の 割合）は
， 小 ；

61．4％ ， 中 383 ．　5％ ， 高 ；34．　8％で あ る 。 登校拒否の 見聞率は ， 小 ；38．　0％ ， 中 ；

74．5％ ， 高 ；67．8％とな っ て い る。

　 また，少なか らぬ 教師が ， 生徒か ら反抗を受けて い る 。 これ まで に ， 「ひ どい 授業

妨害」 を受けた こ とがあ る と答 えた教師は ， 小 ；8．9％， 中 ；34．　9％ ， 高 ；21．5％とな

っ て い る 。

　 こ の よ うな 困難な状況か ら， 「不適応」 兆候を訴え る教 師も決 して 少な くない
。

こ

の 1年間 に 「授業 の とき気が重い 」 と感 じた こ との ある教師は ， 小 ；ユ6．20／e ， 中 ；

30．2％ ， 高 ；36．3％ とな っ て い る 。 同 じ く 「勤務が 苦痛 で しか た が ない 」 と感 じた こ

との あ る教師は 小 ；8．8％ ， 中 ；11．9％ ， 高 ；14．8％ とな っ て い る 。

　 こ の よ うに ，今日は 教師受難 の 時代で ある 。 した が っ て ， 多分 ， 大部分の 教師が こ

の 現状を変革する必 要性を感 じて い る と想像 され る 。 退職教員調査に よ る と， 元教員

の 95％ま で が 「今の 学校教育」に つ い て 改革の 必 要性 をみ とめ て い る（「大い に必要」；

26％， 「改革す る必 要の あ る と こ ろ もあ る」；69％）。

　 しか し ，
こ の 認識は ， 必ずし も現在進行中の 「臨教審」 に よ る改革へ の 期待とは 結

び つ い て い ない 。 表 1は ， 「臨教審」に よ る教育改革へ の期待の 程度を表示 した もの で

あ る 。

一
般教員で は ，

「期待派」 は きわ め て 少な い （小学校 ；約 9％，高校 ；約18％）。

これ に 対 し ， 中学校 の管理 職で は 「期待派」 が 6 割 と半数を上 まわ っ て い るが ， 積極

表 1　 「臨教審」 に よ る教育改革へ の 期待 （％）

1， 大 い に 期待 して い る

2，　 まあ期待 して い る

　　 （1 十 2 ）期待派

3．　 どち らともい え ない

4．　あま り期待 して い ない

5，　 ま っ た く期待 して い な い

　　 （4 十 5 ）…」ド期待派

全

（N ）

体

小学校
教　員

4．713

．217

．917

．641

．822

．464

．2

100，0

（ 340）

高　校
教　員

1．57

．48

．914

．637

，638

．476

．0

100．0

（ 391）

中学校
管理 職

20．740

．260

．912

．124

．81

．926

．7

100，0

（ 734）

退　職
教　員

4．527

．832

．316

，936

．813

．850

．6

100．0

（1069）

一　般
市 　民

＊

5．534

．640

．19

．940

．19

．949

．1

100．0

注　
＊ 「一般 市民」 の 項は ， 読売新聞の 匱論調査 （昭和61年 2 月）に よ る 。
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的な期待派は 2 割程度に と どま る 。 退職教員の 場合は ， 期待派が 3割強とな っ て い る

が
，

こ れ は 元 r一般教員」 と元 「管理 職」 の両方が含 まれて い るため と考え られ る 。

退 職教員に つ い て も， 元 「管理職」 に は 期待派が 多い （54％ ； 27％）。 読売新聞の 世

論調査 （昭和61年 2 月）に よる と ， 国民の 4 割が 「臨教審」に 期待 し て い る もの の ，

それを上 まわ る約半数は あま り期待 して い な い とい う結果が 出て い る 。

　 「臨教審」 に よる教 育改革は
， 現内閣の 「目玉 」政策の

一
つ と して 喧伝 され て い る

もの の ， 国民
一

般 も，

一
般教員 もさほ ど期待 して お らず ， 教員 の うち 管理 職層がわ ず

か に 期待 して い るとい っ た ところ が現状 とい え よ う。

　こ こで 期待の 有無に つ い て ， や や詳細に み て み よ う。 小学校教員で は ，女 性（13．4％）

よ りも男性 （26．7％）の 方に 期待度がや や 高い 。 年齢段階別に み る と ， 50代で 期待率

が高 くな っ て い る （約30％− 20〜40代まで は 13％前後）。 高校教 師の 場合 も， 男性

の 方が期待度が高い が ， 年齢段階に よ る差は み られない 。 中学校管理職で は ， 校長の

方が教頭 よ り期待派が やや多い （校長63％ ， 教頭 58％）。 退職教員調査の 結果に よ り，

期待率を校種別に み ると ， 小 ；33，7％， 中 ；29．7％， 高 ；32．8％と大同小異で あ る 。

　以 上述べ た よ うに ， 教 師た ち の 状況が 改革を要す る と認識され て い る の に ， 目下進

行中の 改革に 教員層が期待で きな い で い る点 ， 管理 職 と
一

般教 員層 との 間に か な りの

認識 の ズ レ がある点は ， 今回の 教育改革の 今後に 問題を残す こ とに な ろ う。

（2）　教 員の 役割葛 藤 と準拠集団

　教員層が ， 現下 の 教育改革に こ れ ほ ど冷淡な の は ， なぜで あろ らか 。
こ れ に は ，

こ

表 2　 役割葛藤 と準拠集団 （％）

〈役割葛藤 ・違和感〉

　　管 理 職 の 学 校 運 営 方 針

　　教 育 委 員 会 の 指 導 方 針

　　国　 の 　 教　 育　 政　 策

　　教　員　組　合　の 　方　針

〈準拠集団〉

　　文

　　教　　育

　 　 日

　　校

　　職　　場

省

会

組

）

僚

　

　

　

会

　

　

　

（

　

員

　

　

同

　

　

　

長

部

委

教

　
の

全

（N ）

体

小 学 校
教　　員

25．　623

。842

．6

1．84

．47

．130

．077

．9

　

）

00．
・
40301

　

（

中 学 校
教　　員

24．220

．843

．020

．9

1，64

．08

．　025

．　684

．4

100．　0

（ 679）

高校教員

32．252

，26e

．1

1．83

．87

．216

．983

．4

100．0

（ 391）

中 学 校
管 理 職

1，95

．723

．　3

14．　972

．11

．277

．　053

．1

100．0

（ 734）
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れ ま で の 学校教育に 関す る施策 へ の ，積年 の 不 満や違和感が底流に あ る よ うに 思われ

る 。 と くに 今回 の 改革の 「すすめ方」 に み られる教育界， と くに 教育現場 の 意見を積

極的に 聴こ うとする姿勢の 欠如が
，

こ の 違和感を さ らに増大 させ た よ 勃 こ 思われ る 。

　表 2 の 上段は ， わ れわ れの 実施 し た
一

連の 調査の なかか ら，　「管理 職の 学校運営方

針」， 「教育委員会の 指導方針」， 「国の 教 育政策」 へ の違和感 の部分を と り出し比較 し

た もの で ある 。 こ の なか で ， と くに 「国の 教 育政策」に 対 して 違和感を感 じて い る教

員の 割合 の 高い 点が 目熏つ
。 小 ・中学校で は ， こ の 率が43％程度だが ， 高校で は 60％

に も達する 。 厂国の 教育政策」 ともな ると ， 相手 も大 き く， 内容 も広 範に わ た るの で

違和感も大 き くな る と して も，
こ の 数字 の 大 きさは 考えさせ られ る 。

一方 ， 中学校の

管理 職で は ， 国の 教育政策に 違和感を表 明 した 者は 6 ％ほ どと低 い 。 こ の 点 に も ，

一

般教 員 と管理 職 との 立 場 と意識の 相違が は っ き りあ らわ れ て い る 。

　表 2 の 下段 は ， 準拠集団に つ い て の 調査結果 の 一部で ある 。 数字は ，
こ の 表に 裘示

した もの 以外 （友人 ， 家族 な ど） を含め た 各項 目か ら，
「教職生活の 上 で ， 困 っ た こ

とや迷 うこ とが起きた 場合 ，

……そ の 意見や考え を参考に す る」 人 々 （集団 ・機関）

を ， 選 ん で も ら っ た 結果で あ る （重 複回答）。

一
般教員で は ， 「職場の 同僚」 を準拠集

団 とする割合が 圧倒 的に 高い が， 管理 職で は ，
「校長会」 や 「教育委員会」 を準拠集

団 とする割合が 高い 。

　こ れ らの 点に つ い て ，一般教員 と管理 職 との あ い だ に あ る程度 の 相違が あ る こ と

は ， それぞれ の 立場を考えれ ぽ理解で きるが
，

こ れ ほ ど大きな違い が あっ て は
， 各学

校組織の 教師集団と して の
一

体感は もち に くい と想鱇され る 。

（3）　教 員 層の 関 心 の焦 点

　一般教員は
， 今回 の 教育改革に あま り期待 して い ない こ とは 前述の とお り で あ る

表 3　 改革検討課題へ の 関心 （％）
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教
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入

育

　

　

　

　

　

　

育

　

　

　

　

　

　

　

涯

育

育

題

員

等

育

育

校

教

高

教

教

高

徳

教

生

教

教

問

小 学 校
教 　　員

  　21．5

　 　 1．2

　 　 　 0

  　47．6

　 　 3，8

　 　 3．8

　 　 0．9

　 　 3，5

  　 7．6

  　 7．6

　 　 1。2

高校教員

  　 15．1

　 　 7．4

　 　 0，3

  　 41．4

　 　 5，9

　 　 5．4

　 　 3，3

　 　 4，3

  　 7．9

　 　 5．1

　 　 2，0

中 学 校
管 理 職

 

 

 

52．61

．90

，822

．36

．53

，70

．31

．62

．93

．73

．1

退　 職
教 　 員

  　27．7

　 　 2，3

　 　 5．5

  　 14．O

  　12．7

　 　 8．0

　 　 1．0

　 　 4．2

　 　 5．1

　 　 4．2
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が ， それ は それ として
， 教師た ちは ， 現下 の改革論で 検討され て い る課題 の うち ， ど

の 点に 関心 を も っ て い るの だ ろ うか 。

　表 3 は ， こ の 点に つ い て の 反応結果の 一端 で あ る 。 「臨教審」 は 審議の 途中で ， 論

点 を八 つ の 「検討課題」に 整理 して い る
。 われ われ の 調査で は ， こ の うち の 6 項 目に ，

他の 5 項 目を追加 し ， 表示 の 11項 目の なか か ら， 関心 の 高い 順に 3 項 目まで 挙げ て も

らっ た 。 表 3は ， 第 1 順位に 選ばれた項 目に つ い て，そ の 割合 と順位 （丸で 囲ん だ数

字）を示 した もの で ある 。

　小学校教員で は ，
「教育 条件の 整備」 へ の 関心 が も っ と も高 く，

’
「教員の 資質 向上 」

が こ れに つ い で い る 。 第 3 位 は ， 「教育行政の 見 直し」 と 「教育課程 の 改訂 」 （同率）

で あ っ た 。 高校教師の ばあ い も， 関心 の 様相は ， 小学校教 師の ばあ い と大 同小異 で あ

る 。 すなわ ち ，
「教育条件の 整備」 が とびぬ けて 高 く，「教員の 資質向上」， 「教育行政

の 見直 し」 が これ に つ づ い て い る。 た だ ， 高校 の場合は 小学校に 比 し 「高等教育の 改

革」 へ の 関心 が 比較的高い 。

　こ の よ うに ，

一
般教師の ばあ い

，

一
部 の 者は 「教員の 資質向上 」 に 強い 関心 を もっ

て い る もの の ，多 くの教師 は 「教育条件の 整備」や 「教育行政の 見直 し」 に強い 関心

を 抱 い て い る 。 第 2 順位の 回 答で も，
こ れ らの 項 目は 比較的多 く選ばれ て い るが ， そ

れ 以外で は ， 「高校入試制度の 改善」 が ， 小学校教師に も， 高校教師に も関心 を もた

れ て い る 。

　中学校管理職の 関心 は ， 小 ・高の 一般教師 とは か な り異 な っ て い る 。 表に み られ る

とお り，「教員の 資質向上」が ，半数以上 の 回答老か ら第 1 位に 選ばれ て い る 。
つ い で 、

強い 関心 を もた れて い る のは 「教育条件の 整備」 で あ る。 大 多数 の 関心 は ， こ の 2 点

に 集中 し て い る 。 第 2 順応の 回答 （表 は 省略）で は ，   教育条件 （21．9％），   高校入

試 （15．3％），   教員の 資質 （14．6％），   徳育 の 充実 （13．2％）の 順 とな っ て い る 。

　 ちなみ に ， 退職教員の ばあい も ， ほ ぼ 同 じ方式で 調査 されて い るが ， 関心 の 順位は ，

  教員の 資質 ，   教育条件の 整備 ，   高校入試 の 改善の 順 とな っ て い る 。 なお ， われ

われ の 調 査 で は ，教 育条 件の 項 目は 「学級規模等の 教育条件の 整備」と した の に 対 し，

退職 者調査で は ， た だ 「教育条件の 整備」 と して い る の で ， こ の 項 目の 選択が減少 し

た と考え られ る。 退職教師の 回答を ， 退職時の 職位別 に み る と ， 管理 職で は   教員の

資質 （36．　7％），  教 育条 件 の 整備 （14、0％），   徳育の 充実 （10．2％）の 順 なの に 対

し ， 「教諭」 で は   教員の 資質 （24．9％），   教育条件の 整備 （14．7％），   高校入試

の 見直 し （13、8％）の 顧 とな っ て い る 。 なお
， 校種 （小 ・ 中 ・高の 別）に よ る違 い は ，

高校入 試へ の 関心 以外に は あま りみ とめ られ ない
。

　 こ の よ うに ，

一般教 師 と管理 職 との あい だ で は ， 「臨 教審」 改革へ の 全 般的 な期 待

度だ け で は な く， 改革の 論点へ の 関心 も異な っ て い る 。

一般 教師が 「教育条件」 や

「教 育行政」 に 強い 関心 を も っ て い る の に 対 し， 管理 職の 関心 の 焦点は，「教員の 資

質」 に 集中 して い る 。 こ の 関心 の 椙違が ， 「臨教審」 改 革へ の 期待度を分け て い る と
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も考え られ る 。

　とこ ろで
，

一般国民の 関心 は ， ど うで あろ うか 。 読売新聞 の 世論調査 （昭和61年 2

月） で は ， 「い ま学校教 育に 対 し て 不満に 思 うこ と ， 改革が必要だ と思 うこ と」 を き

い て い る（重複選択）。 そ の 結果に よ る と ，   「い じめ 」 （56．7％），   教師の 質 （53，3

％），  校内暴力 ・非行 （48．6％），   詰め 込み 教育 （38．5％），   道徳教育 （36．0％），

  偏差値教育 （33．4％）な どが 比較的多 くの 人 々 の関心 を集め て い る 。

　こ の よ うに ，

一
般国民 ，

一
般教 師， 管理 職 と並 べ て み る と ， 三 者三様の 関心 の構造

を もっ て い る こ とがわ か る。 これ を共通の 認識 に ま とめ あげる の は 容易な らざるこ と

で あ る。 しか し ， まず論議の 出発点に お い て ，
こ の 「相違」 自体を 相互 に 知 っ て お く

こ とが 大切 で あろ う。

　われ われ は ， 前記 とは 別に ， もう一つ の 形で教員層の 関心 の 所在， ある い は 現状に

つ い て の 問題意識を探 っ て みた 。
「教育の 制度改革 もさ る こ となが ら， わが 国 の 教 育

や 学校を よ くす る ため に は ， 教育現場で の 日常的な営み や 慣行に も改善す べ き点が少

な くない と思わ れます」と前置きして
， 表 4 に 表示 した各項 目の なか か ら， 「問題だ と

思 う程度」 の 強い 順に 3項 目まで 選 ん で もらっ た 。 表 4 は ， 第 1順位 として選ばれた

割合を示 して い る 。

表 4　現状の 要改善点 （％）
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ボ
教員の 児童生徒 へ の 愛 情 と理 解

教 員 閲 の 人 間 関 係

小学校教員

  　 27．・6

  　 15．0

　 　 　 7．6

　 　 　 4．4

　 　 　 5，3

  　 12．4

　 　 　 3，5

　 　 　 6，5

　 　 　 7．1

　 　 　 6．2

　 　 　 2．9

高 校 教 員

 

 

 

41．46

．67

．26

．16

．97

．22

．35

．95

．　95

。92

．3

中　学 　校
管　理 　職

 

 

 

5．98

．425

．76

．51

．015

．06

．93

．120
．　25

，4L1

　小学校教師で は
，   教育の 指導行政 （27．6％），   校長の 学校経営 の 仕方（15．0％），

  「教 員の 指 導能力」 （12．4％）が ， 現状の 要改善点 と し て指摘 され て い る 。 第 2 順

位 の 回答で は
，

こ れ らの ほ か に ，「校務分掌 ・学校組織」， 「教員の 児童へ の 愛清 と理

解」 な どが 比較的上位に 出て くる 。

　高校教師の 反応は ， 小学校 の ば あい と もや や異 な る。 高校教員で は ， 「教育指導行
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政」に 問題を 感じて い る者が際立 っ て 多い 。 第 2 順位の 選択を含めてみ る と， こ れ 以

外で は
， 校長の 学校経営， 教員の 養成 と採用 ， 教員の 指導能力 ， 教員の 研究意欲など

の 諸点ボ ， 改善を要す る 「問題点」 と し て 意識され て い る 。

　中学校管理 職の
，

こ の 質問に 対す る回答は ， 前二 者 とは また か な り異な る 。

一
口 に

い うと ， 管理 職の 関心 は も っ ぱ ら 「教 師」 の 問題に 集中 し て い る 。 すなわ ち ， 第 1順

位 で も， 第 2 順位 で も， 「教員の 養成 と採用」， 「教員 の指導能力」， 「教員の 使命観」

が上 位 3 位に 入 っ て い る 。

　現状の 要改善点に つ い て の ，一般教員 と管理 職 との 認識 の 相 違は ， そ の 職位に とも

な う職務 の 違い か ら くる もの と考え られ るが ， 単に 「立場」 の 違い だ けに 帰せ られ な

い で あろ う。 相互 に ， 自己の立場を棚上 げし て ， 相手の 「不 備」 を非難 し合 うだ けで

は，児童 ・生徒に と っ て 「よい 」解決は望め ない 。 こ の 点に つ い て も， 立場の 違い を

超 えた次元一一児童 ・ 生徒に 対す る教育指導の 組織者， 実践者 とし て の 次元一 で の

意見 の 調整が望 まれ る。

（4）　主要争 点に つ い て の 意 見

　臨教審 は ， 「当面の 具体的改革提言」 を早急に 打 ち出 し ， これを 「今次教育改革の

突破 口な い し端緒」 と し よ うと してい る よ うで あ る。 最終的に ， どの よ うな具体的提

案カミ出され るか は未定で あ るが ， 審議の 途中で ， い くつ か の 案が爼上に の ぼ り， 新聞

等で 報道 され ， 関係者の 論議 の 的 とな っ た 。

表 5　 主要争 点に つ い て の 意見 （％）

1）　 6 年制中等学校 の 設置

2）　単位制高校の 設置

3） 初任者研修制度の 創設

4）　教員適格審査制度 の創設

賛

否

賛

否

賛

否

賛

否

5） 小 ・中学校の 学区の 自由化 賛

　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 否

小学校
教　員

　 47，7

（50．3）

　 51．8

（40．6）

　 56．2

（40．3）

　 25．3

（62．0）

　 26．2

（70，6）

高　校
教　員

　 32．2

（64。9）

　 56．3

（42，0）

　 44．7

（54．0）

　 28．9

（69．3）

　 26．0

（71．1）

中学校
管理職

　 50．2

（48．　9）

　 77．7

（19．0）

　 93．　6

（ 5．3）

　 79．3

（19．6）

　 21．9

（77．　3）

退　校

教　員

一 般

市 民

　 45．7

（49．1）

　 46．0

（45．2）

　 51．6

（43．7）

　 39，9

（55，1）

　 22．5

（71．9）

65．7

（24．4）

　 56．9

（30．0）

　われ われ の 調 査で は ， 表 5 に 表示 した五 つ の 案な い しは争点に つ い て ， 教員層 の 意

見を きい た 。 そ の結果を ， 順次み て ゆ くこ とに した い 。

1）　 6年制 中等 学校 の 設 置 に つ い て 一 こ の 点に つ い て の教員層の 意見は ， 賛成一反

対 の 真二 つ に 分か れ る 。 小 学校教 員，中学校管理 職 ， 退職數員の 意見 と も，賛否 ほ ぼ
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半数ず つ に 分か れ る 。 高校教員の 2／3 は こ の 案に 「反対」 して い る。 中学の
一

般教員
の 意見は きけて ない が ， 退職教員の うち 元中学校教員の 意見 も賛成45％， 反対50％に

分か れ て い る 。 こ の反応か らみ て も， こ の 案に つ い ては ， その 趣旨お よび具体的方式

を十 分検討する 必要が あろ う。

2） 単位制高校 の設 置に つ い て
一

こ の 点に つ い て も，

一
般教員層の 意見は ， 賛否両

論に 分かれ て い る 。 た だ ， 前項の 「6 年制中等学校 の設 置」 に くらべ れ ば ， 賛成者の

割合が 高 く， と くに 高校教員で は 56％が 賛意を表 し て い る （反対 は 42％）。 なお ，
こ

の 案に つ い て の 中学校管理 職の 意見は ，

一般教員層 と異 な り， 大 き く賛成の 方に 傾い

て い る 。 と くに 東京都の 中学の 管理職で は 賛成者の 割合 （83，5％）が 高い
。

こ の 案に

つ い て は 一般教員 と管理 職 とで 意見の 分か れ て る点が ， 前項との 相違点で あ る。

　6 年制中等学校 と単位制高校の 設置 とは ， 高等学校の あ り方に 関わ る ワ ン セ
ッ トの

問題で あ り， こ の 点 に 関 して教 員層の 意見が 大き く分か れて い る現状か らみ て ， 両案

の 再 考が 求め られ よ う。

3） 初 任者 研 修制度 の創設に つ い て一 こ の 点に 関す る教員層の 意見は ， それぞれの

区分 ご とに 異な っ た 様相を みせ る 。 小学校教員の 意見は ， 賛否に 分かれ る もの の ， 賛

成者の 方がや や多い 。
こ れ に 対 し

， 高校教員の 意見 は ， 反対の 方 に 傾い て い る 。 こ の

差 異 は ， 学校段 階に よ る研修条件や研修意欲の 違い の あ らわ れ と考 え られ る 。

一方 ，

中学校管理 職の 意見をみ る と ， こ の 件に つ い て は 94％まで が 賛意を表してお り， こ の

制度を強 く希望 して い る こ とが わか る 。 なお ，
94％の 内訳は ， 「大い に 賛成」 58％，

「どち らか とい えぽ賛成」 36％で ある 。

　ちなみ セこ ， こ の 点に つ い て は ， 世論調査に よ る一般国民の 意見が ある 。 読売調査

（前述）に よる と， 「賛成」；65．7％， 「反対」；24．4％ とな っ て い る 。

　教員の 研修 ， と くに 初任者の 研修を充実す る こ とは 大切 な こ とで あ り， 誰 し も反対

し ない で あろ うが ， 要は どの よ うな方式で 充実す るか が 問題で あ り， 今後そ の 具体的

条件を つ め て ゆ く必要が あろ う。

4） 教員適格審 査制度の 創設 に つ い て一 こ の 点に つ い て は ， こ の 案が一
部委員か ら

提言され た 当時 ， 大 い に 論議を呼んだ 。 第二 次答 申段階では ，教 育委員会の 役割の 見

直 し と活性化 とか らめ て こ の件を検討す る こ と とな っ た よ うで あるが ， こ の 懸案自体

が と り下 げ られ た わけ で は な さ そ うで あ る 。 こ の 件に 関する 今後の 扱い は と もか く，

当時伝え られた とこ ろ の 「適格審」 の 創設に つ い て
， 數 員層の 意見を きい た 。

　こ の 件に 関 しては ，

一
般教員の 反発は つ よ く，小学校教員で は 6 割強 ， 高校教員で

は 約 7 割 が反 対 し て い る 。
こ れ とは 対照 的に ，中学校管理 職で は

， 約 8 割 （東京都だ

け に 限 る と89％）が賛成 し て お り， 事柄が事柄だけ に
一

般教員の 意見と管理 職の 意見

は 真向か ら対立 し て い る 。 こ の 点に つ い て の 国民世論は
， そ の 中間に あ り， 読売調査

に よる と，賛成約 6 割 ， 反対 3 割 とな っ て い る 。

　教員制度の な か に ， 「不 適格」者に 対す る処遇を 決め る仕組みが必要 な こ とは 論を
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また ない が ， それを公正 ， 的確に 実施 で きる方式を確立 しない か ぎ り所 期の 目的を達

せ ない で あろ う。

5）　小 ・中学 校 の 学区 の 自由化に つ い て　　臨教審に よ る教育改革論議は ， 当初 ， 教

育の 「自由化」 方針に 先導されて ス タ ー トした か に み えた が ， そ の 後 こ の 線は 後退 し

た と伝え られ て い る 。 学校教育の 自由化 の 考 え方か ら出て きた案の 一 つ に ， 「小 ・中

学校の 学区の 自由化」 案がある 。 こ の 点に つ い て は ，

一
般教員の 意見 も管理職 の 意見

も一
致 して ， 消極的で あ る。 小学校教員 ， 高校教員 ， 中学管理 職 の いずれ の群 で も，

反対が 7割を こ え て い る 。 とくに ， こ の点に 関 して は ， 管理 職の 方が反対の 意向が つ

よ い
。

こ の よ うな反応は ， こ の 案の 賛同者か らは ， 教育界 の現状維持志 向 ， 保守性 と

批 判 され る か もしれない が ， そ うとばか りは い え ない と筆者は 考える 。

一
定年齢段 階

の す べ て の 児童 ・生徒に 「共通の 教育」 を保障す る とい う使命 と教育指導の 個性化 ，

自由化の 理 念を ど う両立 させ ，、調和 させ るかを さ らに 追求すべ きで あろ う。

6） 後期中等教育 の あ り方に つ い て
一

以上の 5 点の ほか に ， われ われ の 調査で は ，

後期中等教育 の あ り方お よび小 ・中 ・高の ア ーテ ィ キ ＝ レ
ー

シ ョ ン に 関す る意見を き

い て い る の で ， この 点を付記 して お く。

　後期中等教育の あ り方に 関しては ， 「高校を全入 制に すべ し」 と 「中卒後に は ， 高

校以外に もっ と多様な進路を用意すべ し」 とい う対立す る意見を提示 し
， どち らに 賛

成か を きい て い る 。 小学校 ， 中学校 ， 高校 の 教員 とも 「全入制」支持者は 少ない （小 ；

38．2％ ， 中 ；20．5％ ， 高 ； 16．1％）。 学校段 階別 に は
， 上級段階ほ ど， 「全入 制」支持

者は減 っ て い る 。 な お ， 中学校管理 職の 全入制賛成者は 8．6％で あ っ た 。 こ の 点 に 関

して は ， 教員層の 大半は 「多様化」 を支持 して い る （小 ；60．0％， 中 ；78．　9％ ， 高 ；

80、3％ 中 ・管 ；94．4％）。

7） 小 ・中 ・高の ア
ー

テ ィ キ ュ レーシ ョ ン に つ い て一
初等 ・中等教育の三 つ の 学校

段 階間の 接続関係に つ い て は ，
「小 ・中の つ なが りを緊密に すべ し」 と　「中 ・高の つ

な が りを緊密に すぺ し」 との両意見か ら賛成す る方を選択 して もらっ た 。 小学校 ， 中

学校の 教員で は ， 「小 ・中の つ なが り」 を強調 す る意見が圧倒 的 に 多 か っ た （小 ；

74．4％ ， 中 ；72．9％）。 しか し ， 高校教員で は 「中 ・高の つ なが り」 を強調する 意見

の 方が多い （56．8％ ： 35．　3％）。 な お ， 中学校管理職の 意見は ， 「小 ・中」 強調66．0％，

「中 ・高」強調30．6％ とお よそ 2 ： 1 に 分か れ た 。
こ の よ うに ， 小学校 と高校の 教師

は ， それぞれ 自己の 関係す る学校段階と中学 との接続を強調 して い るが ， 両 者に 挟 ま

れ て 義務教育 と中等教育の 「二 重国籍」 を余儀な くされ る中学校教師は ， どち らか と

い うと小学校 との つ なが りを重視 して い る 。 教科担任制 とい う点で は ， 中学 と高校に

共通性が あるが ， 小学校と中学校 は 設 麗主 体が 同
一

自治体 （市区町村）で あ り， 両 段

階 の 教師間の接触 も多い た め 「小 ・中」 の 連携が よ り強 く意識 され る もの と考 え られ

る 。

（5）　臨 教 審期待 派 と非期 待派 の 意見 の 相違
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教育改革論議に 対する教育層の 関心 と意見

1）　検討課題 ・現 状の 要改善点に つ い て の 関心 の 相違

　前項 まで で
， わ れわ れ の 一連 の 調査で と りあげた教育改革関連の 質問 へ の 回 答を一

通 り紹介 して きた が ， 最後に 臨教審期待派の 意見 と非期待派 の 意見 の相違を検討 した

い
。

表 6　 「臨教審」 期待派と非期待派 との 関心 の 相違 （％）

〈検討課題〉

教 員 の 資 質 向 上

教 ，育 条 件 の 整 備

教 育 行 政 の 見 直 し

教 育 課 程 の 改 訂

〈要改善点〉

教 育 の 指 導 行 政

校 長 の 学 校 経 営

教　　 員　　 研　　修

教 員 の 指 導 能 力

教　員　の 　使　命　感

児童生徒 へ の 愛情 と理 解

全

（N ）

体

小学校教員 高 校 教 員

鮪 派 脚待派 期待派 1非鮪 派

41．024

．64

．　911

．5

8．713

．16

．614

．818

．　09

．8

100，0

（　 61）

14．254

．110

．66

．9

ハ
OQ

ゾ

9
り

71

尸
り

779

μ

84

尸
0

31

100．0

（ 218）

22．920

．02

．914

．3

17．10

．011

．420

．05

．714

．3

100．0

（　 35）

14．146

．18

．43

．7

48．17

．45

．16

．14

．45

．1

100．0

（ 297）

中学校管理 職

期待派 脚徽

8
だ

018

8。

633

「

01

5．17

．87
．214

．122

．44

．5

100．　0

（ 447）

39．332

．13

．63

．1

7．711

．24
，615

．813

．87
．7

100．0

（ 196）

　表 6 は ， 各調査区分ご とに ， 臨教審改革 へ の 「期待派」 と 「非期待派」 との ， 教育

改革問題へ の 関心 や 意見の 相違を 示 した もの であ る 。 こ の 表は 前出の 表 3 （改革検討

課 題へ の 関心 ）と表 4 （現状 の 要改善点）に 対応す る もの で あ るが ， 期待派 ・非期待

派問に 差の み られ ない 項 目は 省い た 。

　検討課題に つ い て の 関心 の うち ， 期待派 の 関心が 非期待派を 上 まわ る項 目は ， 「教

員の 資質向上」 と 「教員課程 の改訂」 の 二 項 目で ある 。 逆 に ， 非期待派の 方が つ よい

関心を も っ て い るの は ， 「教育条件の 整備」 と 「教育行政 の 見直 し」で あ る 。

　また ， 現状の 要改善点に つ い て み る と （表 6 の下段）， 期待派が 指摘して い る の は ，

「教員の 指導能力」， 「教員研修」，
「教員の 使命感」 な どの 各項 目で ある 。 これに 対 し ，

非期待派が改善を 要す る点 と して 指摘して い る の は ， 「教育の 指導行政」や 「校長 の

学校経営方針」で ある 。

　こ うみ て くる と， 期待派に は ， 現行 の 制度的枠組 の 中で ， 教 員の 努 力
・工 夫に よ り

事態の 改善を計 ろ うとす る意識 の 持ち 主が 多い の に 対 し ， 非期待派に は教育 行政 や学
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校経営 の あ り方に 変更を求め る意識の 持ち主が多い こ とがわ か る 。 教育制度の 抜本的

改革をめ ざす臨教審改革へ の 期待派が 「現状肯定的」 で ， 非期待派が 「現状否定的」

とい う構図は 何 とも皮肉で あ る 。 こ の 点が ， 今回 の 改革論議の ， わ か りに くさの 一 因

で あろ う。

2）　主要 争 点 につ い て の意 見 の 相違

　最後に
， 今回 の 改革論議で 出て きた主要 な争点に つ い て の

， 期待派と非期待派の 意

見の 相違をみ て み よ う （表 7 ）。

表 7　 「臨教 審」期待派 と非期待派 との 意見の 相違
一賛成率

一 （％）

校

校

度

審

化

制

学

高

制

格

由

入

等

　

修

　

　

　

　

自

中

制

研

適

　

全

制

者

の

年

位

任

員

区

校

6

単

初

教

学

高

小学校教 員

塒 派 1非鮪 派

68．963

．991

．867

．247

．　632

．8

41．345

．　440

．　423

．819

．753

．2

高 校 教 員

鮪 派 瞬 待派

68．674

．382

．868

．531

．48

．6

27．343

，935

．721

，623

．919
．1

中学 校管理職

蝣 派 1非辮 派

53．780

．496

．283

．223

．26

．8

45．974

，089

。369

．921

．910

．7

　全 般的に みて ， 期待派は ， 各 具体案に つ い て 「賛成 」 の 意見が多 い 。 と くに ， 「6

年制中等学校 の 創設」， 「初任者研修制度」， 「教員適格審」 に つ い て は ， 期待派 と非期

待派 の 賛否 の 差が大 ぎい 。 た だし ， 中学校管理 職に つ い み る と ， どの 項 目に つ い て も

期待派 と非期待派の意見の 差は さ ほ ど大 きく な い 。 表示 の 五 つ の争点の うち ， 「学区

の 自由化」 に つ い て は ， 期待派 の 賛成率 も概 して 低い 。 な お ， 別の 設問で きい た 「高

校全入制」 に つ い て は ， 非期待派の 方が賛成率は 高い
。 た だ し小学校教員の 非期待派

を 除 くと ， 賛成率は さほ ど高 くな い 。

3，　 要 約

　以上報告 して きた よ うに ， 現下 の教 育改革論議に つ い て ， 三 つ の 異な っ た世論が並

立 して い る。 第 1は
， 国民

一般 の 世論で あ る。 第 2 は ，一般教員層の 「世論」 で ある 。

そ して 第 3 は ， 学校教育の 世界で 指導的地 位に ある管理職層の r世論』 で あ る 。 「数」

の 点 では ， 第 1 の 国民世論が 最も大 き く （有権者約 7
，
000万人）， 第 2 の 「世論」 は 中

規模 （小 ・中 ・高の 教員総数は 約 100万人） で あ り， 第 3 の r世論』 は 少数派で ある

（小 ・中 ・
高の 校長数は 約 4 万 人 ）。

一
方 ， 1人あた りの 意見 の 「力」 で は ， 逆に 指導

層 の r意見』 が最 も大き く，

一
般教員の 「意見」が 中間で ， 国民 の 意見は 小 さ い 。 各

世論の 政策決定へ の 影響力は ，「数」 と単位意見 の 「力」 の 積に よ っ て きま る と考え

る と ， 上 記の 三 つ の 世論は ， ほ ぼ対等の 「力」を もつ こ とに な る 。
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教育改革論議に 対す る教育層の 関心 と意見

　 こ の 三 つ の 世論は ， 前述 した よ うに それぞれ異な っ た 様相を示 してい る 。 学校教育

界 の指導層 の 『世論』 は
， 臨教審の 教育改革に か な り期待 し ， その 基本的方向と各具

体案の 多 くに 賛同 して い る とみ られ る 。 こ れに 対 し ，

一
般教員大衆の 「世論」 は ， 概

して現下の 教育改革に 懐疑的で あ り， あま り期待 もしてい ない し
， 各具体案に 対 して

は む しろ否定的意見の 方が多い 。

一方，

一
般国民 の 世論は

，
「業界」意見 とは異 な る

性格を有 して い る 。 国民世論は
， さま ざま な意見が 中和 され て し ま うの で ， そ う鮮 明

な もの に は な りに くい が ， 教育に 関 して は ， 現状へ の 不満 も多 く， 現状打開へ の 国民

の 潜在的な 関心 は 決 して低 くない と想嫁される 。

　 こ の よ うに 異な る三 つ の 世論が並立 してい る状態が ， 現下 の教育改革論議 の 性格を

わか りに く くさせ ， そ の 見通 しを不 透明に して い る よ うに 思わ れ る 。 そ れ ぞれ有力な

一 しか し決定的な力は もち得ない 三 つ の 世論は ， どこ に 収斂 して ゆ くの か ， は た ま

た分裂 ， 拡散 し て ゆ くの か ， 予 断を 許さない と こ ろ で あ る。

　教育改革の 帰趨は ， 政治 レ ベ ル で み れば ， 「力 と数」 に よ っ て 決ま っ て ゆ くの で あ

ろ うが ， 事柄の 性格上 ， それだ け で結着をつ けて もらい た くは ない 。 それに は，まず ，

教育界 （実践 と研究の 両者を含む）内部 で ， 教育論 と して の 論議を重ね ， 教育界 内部

で の コ ン セ ン サ ス をつ くる努力が必要 で あろ う。 そ して ， こ の 「業界」意見 と国民世

論の あい だ で議論をつ め て ， 改革の 理念 と政策を 創出して ゆ くの が 本筋 で あろ う。

　今回 の 臨教審に よ る教育改革の 審議方式は
，

こ の 点で
， 出発点か ら問題 を抱えて い

た とい わ ざるを得ない
。 今か らで も， 教育界内の 各階各層か ら， 意見を汲み 上 げて 論

議の 中味を豊か に して ほ し い 。 少な くとも，

一部の 意見 しか 代表 して い ない 「圧力団

体」 の 意見を ， 教育界の 多数意見 と読み 違え る よ うな こ とが あ っ て は な らな い
。 どの

派 ， どの 団体の 意見が適切 ， 妥当と判断で き るほ どに ， 教 育界の 論議 は まだ 煮つ ま っ

て い ない
。 教育 改革に 拙速は 禁物で あ る 。 本論文 が ， 現下の 教育改革構築 の 「足場」

を見直す一
つ の 契機に なれ ぽ幸い で あ る。

〈注〉

（1） 本稿は ， 昭和59年度文部省科学研究費く総合研究 A ・課題番号59310039＞ 「中学

　校教員の 役割不 適応に 関す る実証的研究」， お よび昭和60年度文部省科学研究費く総

　合研究 A ・課題番号 60301035＞ 「中学 校教員の 役割革新に 関す る総合的研究」 の 成

　果 の
一

部で あ る。

　　なお ， 上 記研究の 成果は ， 下 記に 報告され て い る 。

　○　 松本良夫 ・河上婦志子 「中学校教員の 役割 パ ター
ン と不 適応」， r東京学 芸大学

　　松本 良夫他 「中学校教育の 教職生活
一

そ の 意識 と実態」 （1）〜   ，
r中学教育』

　昭和60年 7 月 N12 月号 ， 小学館。

o 　 松本良夫他 「中学校教員 の退職危機の 分析」， 東京学芸大学教育学教室 編 r教
　育 学研究年報 』第 5 集 ，

1986年D

O 　松本 良夫 「教師は 今， 何に 悩ん で い るか 」 『教育心 理』 昭和 61年 2 月号 ， 日本

　糸己要』　第 1部『
ifi

，　第 37集 ，　1986年 o

O
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